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連 結 注 記 表
　
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 12社
連結子会社の名称
エクノス㈱、タイヨー軸受㈱、㈱ロッキーケミカル、リックステクノ㈱、㈱ネクサス
CT、SIAM RIX MANUFACTURING CO.,LTD.、RIX TECHNOLOGY (THAILAND)
CO.,LTD.、瑞顧克斯(常州)机械制造有限公司、瑞顧斯貿易(上海)有限公司、瑞顧克斯
工業(大連)有限公司、RIX Europe GmbH及びRIX North America,LLC

前連結会計年度まで非連結子会社であったRIX North America,LLCは、重要性が増し
たため当連結会計年度から連結の範囲に含めております。

（2）主要な非連結子会社の名称
高 研 ㈱、RIX WOOJEON KOREA CO.,LTD.、PT.RIX ORIENT INDONESIA、RIX
INDIA TRADING & SERVICE PVT.LTD.及びRIX Machining and Manufacturing,
LLC

前連結会計年度まで非連結子会社であった㈱サエキエンジニアリングは、事業を当社
生産本部に移管し2020年６月末に解散いたしました。
RIX Machining and Manufacturing,LLCは、米国での機械加工事業及びアフターメ

ンテナンス事業への参入を目的として、連結子会社であるRIX North America,LLCの子
会社（孫会社）として2021年１月に設立しました。

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないため、連結の範囲から除いております。

　

2021年05月25日 19時24分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 2 ―

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び名称

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 １社
持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称 関連会社 ㈱ROCKY-ICHIMARU

　
（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称
① 非連結子会社

高 研 ㈱、RIX WOOJEON KOREA CO.,LTD.、PT.RIX ORIENT INDONESIA、
RIX INDIA TRADING & SERVICE PVT.LTD.及びRIX Machining and
Manufacturing,LLC

② 関連会社
㈱四葉機械製作所

持分法を適用しない理由
持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社は、いずれも当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範
囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、SIAM RIX MANUFACTURING CO.,LTD.、RIX TECHNOLOGY

(THAILAND) CO., LTD.、瑞顧克斯(常州)机械制造有限公司、瑞顧斯貿易(上海)有限公司、
瑞顧克斯工業(大連)有限公司、RIX Europe GmbH及びRIX North America,LLCの決算日は
12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　
4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）
そ の 他 有 価 証 券
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時 価 の あ る も の………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております）

時 価 の な い も の………移動平均法による原価法
　

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商 品………主として移動平均法
製品、半製品及び仕掛品………個別法
原材料及び貯蔵品………主として移動平均法

　
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

………定率法を採用しております。
但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
・ 建物 15～ 50年
・ 構築物 10～ 50年
・ 機械装置、車両運搬具 ７ ～17年
・ 工具器具備品 ２ ～15年
また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償
却資産については、３年間で均等償却する方法を採用
しております。

② 無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

………定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。
但し、ソフトウエア（自社利用分）については、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。
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③ リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

④ 長 期 前 払 費 用………均等償却によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

② 役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく
当連結会計年度末の要支給額を計上しております。

③ 受 注 損 失 引 当 金………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計
年度末において将来の損失が見込まれるものが発生し、
かつその損失額を合理的に見積ることができる場合は、
翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しております。

　
（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することとしております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。
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・小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る当連結会計年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を
適用しております。また、エクノス㈱は当連結会計年度末の退職給付債務及び年金資
産に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しており
ます。
　

② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。
　

③ 重要なヘッジ会計の方法
・ヘッジ会計の方法
為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っており

ます。
・ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為替予約 外貨建金銭債権債務等

・ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っておりま

す。
・ヘッジ有効性評価の方法
為替予約については、原則的に将来の購入額に基づくものであり、実行可能性が極

めて高いため、有効性の評価を省略しております。
　

④ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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（表示方法の変更に関する注記）
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31日）
を当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しており
ます。

（会計上の見積りに関する注記）
・繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額） 66,359千円
（繰延税金負債と相殺前の金額は498,162千円であります。）

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法
当社グループは、繰延税金資産について将来の課税所得が十分確保でき、回収可能性

があると判断した将来減算一時差異について、繰延税金資産を計上しております。

② 主要な仮定
課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としており、当該見積りには、将来の売

上予測を主要な仮定としております。なお、新型コロナウイルス感染症の影響は、翌連
結会計年度においても一定の影響があるものの、事業計画における影響は限定的と判断
し、繰延税金資産の回収可能性の見積りを行っています。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの

前提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合、繰延税金資産が減額され税金費用が
計上される可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 246,760千円
　

担保に係る債務
電 子 記 録 債 務 672,511千円
買 掛 金 259,171千円

合 計 931,682千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,963,930千円

3. 保証債務
他社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。
高研㈱ 4,000千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 8,640,000株
2. 当連結会計年度末日における自己株式の数 普通株式 469,425株
3. 剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2020年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 245,462千円 30円 2020年３月31日 2020年６月26日

　
決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2020年11月６日
取 締 役 会 普通株式 122,731千円 15円 2020年９月30日 2020年12月８日

　
当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2021年６月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 245,462千円 30円 2021年３月31日 2021年６月25日

　
4. 株主資本の著しい変動
該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的な預金等信用リスクの小さなものに限定し、

資金調達については銀行からの借入によることを方針としています。
デリバティブ取引は、将来の為替レート変動リスクを回避する目的に利用し、短期的な売

買差益を獲得する目的（トレーディング目的）や投機目的の取引は行わない方針です。
営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていま

す。また、外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されていますが、外貨建ての営業債
権の重要性を考慮した上で、必要の都度、先物為替予約を利用しヘッジを行うこととしてい
ます。
有価証券及び投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主

に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告され
ております。
営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日です。

海外からの商品輸入に係る外貨建ての営業債務は為替の変動リスクに晒されていますが、外
貨建ての営業債務の重要性を考慮した上で、必要の都度、先物為替予約を利用しヘッジを行
うこととしています。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達です。長期借入金（原則として

５年以内）は主に設備投資に係る資金調達であり、金利はすべて固定です。
デリバティブ取引は、外貨建て債権・債務に係る将来の為替レート変動リスクを回避する

ことを目的とした為替予約取引です。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものは、次表には含めておりません（（注２）を参照ください。）。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

①現金及び預金 7,689,760 7,689,760 ―

②受取手形 834,818 834,818 ―

③電子記録債権 2,131,165 2,131,165 ―

④売掛金 10,752,358 10,752,358 ―

⑤有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 150,000 150,150 150
その他有価証券 1,923,514 1,923,514 ―

資産計 23,481,616 23,481,766 150
①支払手形 669,999 669,999 ―

②電子記録債務 3,745,858 3,745,858 ―

③買掛金 3,574,549 3,574,549 ―

④短期借入金 1,518,817 1,518,817 ―

負債計 9,509,225 9,509,225 ―

デリバティブ取引 ― ― ―
　

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）資産
①現金及び預金、②受取手形、③電子記録債権、④売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお

ります。
⑤有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（2）負債
①支払手形、②電子記録債務、③買掛金、④短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお
ります。
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（3）デリバティブ取引
為替予約取引の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されている

ため、その時価は当該買掛金の時価に含めて記載しております。
（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額75,992千円）及び投資事業有限責任組合への投資（連結貸借対

照表計上額35,197千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「⑤有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,146円30銭
2. １株当たり当期純利益 167円05銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）
② 子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
③ そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております。）

時 価 の な い も の………移動平均法による原価法
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
① 商 品………移動平均法
② 製品、半製品及び仕掛品………個別法
③ 原 材 料………移動平均法

　
2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
………定率法を採用しております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
・建物 15～ 50年
・構築物 10～ 50年
・機械装置 ７～ 17年
・工具器具備品 ２～ 15年
また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却
資産については、３年間で均等償却する方法を採用して
おります。
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（2）無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く )

………定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。
但し、ソフトウエア（自社利用分）については、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。

（3）リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。

（4）長 期 前 払 費 用………均等償却によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。

　
3. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

（2）退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年
度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事
業年度末までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。
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② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務以内の一定の年数（10年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度
から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費
用処理しております。

（3）役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当
事業年度末の要支給額を計上しております。

（4）受 注 損 失 引 当 金………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末
において将来の損失が見込まれるものが発生し、かつそ
の損失額を合理的に見積ることができる場合は、翌事業
年度以降の損失見込額を計上しております。

　
4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

　
（2）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為替予約 外貨建金銭債権債務等

③ ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
為替予約については、原則的に将来の購入額に基づくものであり、実行可能性が極め

て高いため、有効性の評価を省略しております。
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（3）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（表示方法の変更に関する注記）
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を
当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
・繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額） 185,721千円
（繰延税金負債と相殺前の金額は421,234千円であります。）

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類「連結注記表」（会計上の見積りに関する注記）の内容と同一です。

（貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 246,760千円
　

担保に係る債務
電 子 記 録 債 務 672,511千円
買 掛 金 259,171千円

合 計 931,682千円
　
2. 有形固定資産の減価償却累計額 2,989,226千円
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3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権 1,311,129千円
長 期 金 銭 債 権 480,901千円
短 期 金 銭 債 務 804,594千円
長 期 金 銭 債 務 ―千円

　
4. 保証債務
他社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。
タイヨー軸受㈱ 313,600千円
高研㈱ 4,000千円
SIAM RIX MANUFACTURING CO.,LTD. 70,800千円

合 計 388,400千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高 6,842,713千円
営業取引以外の取引による取引高 68,370千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び数
普通株式 457,925株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未 払 賞 与 131,032千円
未 払 事 業 税 20,042千円
退 職 給 付 引 当 金 161,214千円
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 59,186千円
資 産 除 去 債 務 11,551千円
減 損 損 失 17,516千円
会 員 権 評 価 損 38,035千円
投 資 有 価 証 券 評 価 損 10,615千円
関 係 会 社 株 式 評 価 損 114,403千円
そ の 他 39,734千円
繰 延 税 金 資 産 小 計 603,333千円
評 価 性 引 当 額 △182,099千円
繰 延 税 金 資 産 合 計 421,234千円

　
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △9,365千円
特 別 償 却 準 備 金 △2,888千円
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △1,679千円
前 払 年 金 費 用 △17,312千円
その他有価証券評価差額金 △196,971千円
そ の 他 △7,294千円
繰 延 税 金 負 債 合 計 △235,512千円
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 185,721千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
1. 法人主要株主等

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目
期末
残高
（千円）

主要株主
（法人） ＮＯＫ㈱ 東京都

港区 23,335
自動車用部
品、電子製
品の製造

（所有）
直接 0.0
（被所有）
直接 14.3

同社製品の
購入

商品の仕入
（注１） 867,288 買掛金 83,228

担保提供 担保提供
（注２） 120,080 電子記録債務 225,671

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 同社製品の購入については、価格その他の取引条件は、個別の交渉により決定しております。
（注２） 当社は同社に対する上記の債務残高に対して、投資有価証券を担保提供しております。
（注３） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
　
2. 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目
期末
残高
（千円）

子会社 エクノス㈱ 福岡市博多区 39,000
高圧液圧応
用機器(商
品）の販売

（所有）
直接 84.5

商品の販売
役員の兼任

商品の売上
（注１） 1,826,883 売掛金 788,597

子会社 タイヨー軸
受㈱

福岡県
遠賀郡 20,000

研磨・研削
加工による
ベアリング
の再生・修
理

（所有）
直接 100.0

商品の販売
役員の兼任
債務保証

債務保証
（注２） 313,600 ― ―

子会社
RIX
North
America,LLC

アメリカ
テネシー州 24,366

リックスグ
ループ製品
及び取扱商
品の販売

（所有）
直接 100.0

商品の販売
役員の兼任
資金の貸付

資金の貸付
（注３） 313,500 関係会社長期貸付金 313,500

利息の受取
（注３） 783 ― ―

関連会社 ㈱ROCKY-
ICHIMARU

福岡県
筑後市 18,000

タイヤ加硫
機用弁類・
油圧機器類
の設計、製
作

（所有）
直接 31.9
（被所有）
直接 0.4

同社製品の
購入
役員の兼任

商品の仕入
（注１） 1,474,593

買掛金 209,642

電子記録債
務 309,608

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 同社製品の購入については、価格その他の取引条件は、個別の交渉により決定しております。
（注２） 当社は同社の金融機関からの借入金に対して、債務保証をしております。
（注３） 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりません。
（注４） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,731円84銭
2. １株当たり当期純利益 145円41銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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